
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の4の7第1項

【提出先】 東北財務局長

【提出日】 平成27年11月13日

【四半期会計期間】 第53期第２四半期（自　平成27年7月1日　至　平成27年9月30日）

【会社名】 株式会社高速

【英訳名】 KOHSOKU CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　赫　裕規

【本店の所在の場所】 仙台市宮城野区扇町七丁目4番20号

【電話番号】 022(259)1611(代表)

【事務連絡者氏名】 社長室長　　及川　敏正

【最寄りの連絡場所】 仙台市宮城野区扇町七丁目4番20号

【電話番号】 022(259)1611(代表)

【事務連絡者氏名】 社長室長　　及川　敏正

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町2番1号）

 

EDINET提出書類

株式会社高速(E02850)

四半期報告書

 1/19



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第52期

第２四半期連結
累計期間

第53期
第２四半期連結

累計期間
第52期

会計期間
自平成26年4月 1日
至平成26年9月30日

自平成27年4月 1日
至平成27年9月30日

自平成26年4月 1日
至平成27年3月31日

売上高 （千円） 34,926,721 37,899,798 71,782,545

経常利益 （千円） 1,342,310 1,534,050 2,804,644

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 859,685 1,004,818 1,764,897

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 899,022 1,046,787 1,862,906

純資産額 （千円） 20,919,623 21,161,393 20,338,204

総資産額 （千円） 39,584,439 40,992,077 39,889,040

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 41.10 52.02 86.05

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 52.85 51.62 50.99

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 603,212 1,581,273 2,236,729

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △467,029 △1,761,087 △638,397

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △410,604 △370,410 △2,097,537

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 6,969,546 6,194,538 6,744,763

 

回次
第52期

第２四半期連結
会計期間

第53期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自平成26年7月 1日
至平成26年9月30日

自平成27年7月 1日
至平成27年9月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 21.93 29.14

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含んでおりません。

３　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年9月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年9月13日）等

を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(1)業績の状況

当第２四半期連結累計期間（平成27年4月1日～平成27年9月30日）における我が国経済は、政府による経済政策や

日銀の金融政策を背景として円安・株高が継続し、雇用情勢や企業収益の好転など国内景気は一部においては緩やか

な回復傾向にあるものの、先行きについては不透明な状況が続いております。

当社グループの主要顧客である流通・食品加工業におきましては、昨年の消費税率引き上げの影響が落ち着き、持

ち直しを見せているものの、原材料や製品の値上げや各種コストの上昇、さらに物価上昇に伴う消費者の節約志向の

高まりを受け、業界を取り巻く環境は大変厳しいものとなっております。

このような中、当社グループにおきましては、経営環境の変化に対応すべく、地域密着型営業を基本としながら、

新規エリアや新規顧客の開拓、既存顧客の深耕を進めてまいりました。また、積極的に市場の要望に応えながら「食

の流通を支える」、「食の安全安心に貢献する」さらに「買い物の楽しさや食品のおいしさを演出する」という当社

グループの機能を発揮するために、お取引先への商品・企画の提案や情報提供に努めてまいりました。

また、経営の効率化と営業力強化のため、4月1日付けで100％子会社の有限会社三和（福島県会津若松市）を当社

が吸収合併した他、同じく100％子会社の株式会社羽後パッケージの北上営業所（岩手県北上市）を当社北上営業所

に統合いたしました。

この結果、当第２四半期連結累計期間での業績は売上高378億99百万円(前年同期比108.5％)、営業利益14億42百万

円(同115.4％)、経常利益15億34百万円(同114.3％)、親会社株主に帰属する四半期純利益10億4百万円(同116.9％)を

あげるにいたりました。

当社グループは、「包装資材等製造販売事業」の単一セグメントであるためセグメント情報は記載しておりませ

ん。また、実質的に単一事業のため、事業部門別等の記載も省略しております。

なお、当第２四半期連結会計期間（平成27年7月～9月）における連結損益の主要項目は、下記のとおりとなってお

ります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成26年7月 1日
至　平成26年9月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成27年7月 1日
至　平成27年9月30日）

対前年比率

区分 金額（千円） 金額（千円） （％）

売上高 17,978,229 19,439,034 108.1

売上原価 14,881,593 16,134,785 108.4

売上総利益 3,096,635 3,304,249 106.7

販売費及び一般管理費 2,380,706 2,496,900 104.9

営業利益 715,928 807,349 112.8

営業外収益 49,809 48,591 97.6

営業外費用 11,181 10,304 92.2

経常利益 754,555 845,636 112.1

特別利益 － 23,776 －

特別損失 － 16,276 －

税金等調整前四半期純利益 754,555 853,136 113.1

法人税等 295,796 290,372 98.2

四半期純利益 458,759 562,763 122.7

親会社株主に帰属する四半期純利益 458,759 562,763 122.7
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 (2)連結財政状態及びキャッシュ・フローの状況に関する分析

① 四半期連結貸借対照表に関する分析

ア　現金及び預金は、前連結会計年度末に比べ4億46百万円の増加となりました。詳しくは、「② キャッシュ・フ

ローの状況」をご参照ください。なお、四半期連結キャッシュ・フロー計算書の現金及び現金同等物の増減額

（減少）5億50百万円との差額は、定期預金の預入による支出及び払戻による収入によります。

イ　受取手形及び売掛金は、前連結会計年度末に比べ21百万円の増加となりました。なお、前第２四半期連結会計

期間末に比べた場合、4億59百万円、率にして4.03％の増加となります。

ウ　商品を主とするたな卸資産は、前連結会計年度末に比べ55百万円の増加となりました。なお、前第２四半期連

結会計期間末に比べた場合、2億38百万円、率にして7.13％の増加となります。

エ　建設仮勘定は、前連結会計年度末に比べ6億24百万円の増加となりました。これは主に、当社による関東物流

センター建物等新築に伴う支出6億18百万円によります。なお、当社による関東物流センター建物等新築に伴

う支出累計額6億32百万円は、第３四半期連結会計期間において建物勘定等への振替を予定しております。

オ　投資有価証券は、前連結会計年度末に比べ1億17百万円の増加となりました。これは主に、取引先の発行する

株式の新規取得及び時価評価額の増加によります。

カ　支払手形及び買掛金は、前連結会計年度末に比べ2億89百万円の増加となりました。なお、前第２四半期連結

会計期間末に比べた場合、12億35百万円、率にして8.68％の増加となります。

キ　未払法人税等は、前連結会計年度末に比べ3億30百万円の増加となりました。これは主に、前々連結会計年度

が最高益であったこと等により、前第３四半期連結会計期間での予定納税額が増加したため、前連結会計年度

末の残高が、前々連結会計年度末に比較して9億29百万円と大きく減少したことの反動によります。

ク　長期借入金は、前連結会計年度末に比べ40百万円の減少となりました。これは、金融機関からの借入金の約定

返済によります。

② キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の減少は、前第２四半期連

結累計期間が2億74百万円であったのに対して、5億50百万円となり、当第２四半期連結会計期間末の資金は61億94

百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は、前第２四半期連結累計期間が6億3百万円であったのに対して、当第２四半期連結

累計期間は15億81百万円となりました。主な項目での前第２四半期連結累計期間での資金の増減額との比較等は、

下記のとおりとなります。

ア　税金等調整前四半期純利益は、前第２四半期連結累計期間に比べ1億72百万円の増加となりました。

イ　当社グループの主たる営業活動によるキャッシュ・フローを示す売上債権の増減額、たな卸資産の増減額及び

仕入債務の増減額の合計による資金増加額は、前第２四半期連結累計期間が27百万円であったのに対して、当

第２四半期連結累計期間は2億12百万円となりました。

ウ　未払消費税等の増減額は、前第２四半期連結累計期間が税率改正の影響もあり、1億51百万円の増加となりま

したが、当第２四半期連結累計期間は税率改正等による納付額の増加等により1億92百万円の減少となりまし

た。

エ　災害損失の支払額47百万円は、前連結会計年度において未払計上したものの支出であり、当第２四半期連結累

計期間の損益に与える影響はありません。

オ　前々連結会計年度が過去最高益となったこと等により、前第２四半期連結累計期間での法人税等の支払額は11

億33百万円でしたが、当第２四半期連結累計期間は9億16百万円減少し、2億16百万円となりました。

なお、前第２四半期連結累計期間におきましては、有形固定資産除却損及び有形固定資産売却損益は、金額的重

要性が低かったため、四半期連結損益計算書において、それぞれ営業外損益のその他に含めております。また、

当第２四半期連結累計期間におきましては、特別利益に計上した受取保険金に対応する固定資産除却損を除く固

定資産除却損、有形固定資産売却損益及び投資有価証券売却益は、四半期連結損益計算書において、それぞれ営

業外損益のその他に含めております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は、前第２四半期連結累計期間が4億67百万円であったのに対して、当第２四半期連

結累計期間は17億61百万円となりました。

有形固定資産の取得による支出7億8百万円は、主に、当社による関東物流センター建物等新築に伴う建設仮勘定

の支出（未払金控除後）6億9百万円によります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は、前第２四半期連結累計期間が4億10百万円であったのに対して、当第２四半期連

結累計期間は3億70百万円となりました。

長期借入金の返済による支出は40百万円となっており、全額、金融機関からの借入金の約定返済であります。
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第２四半期連結累計期間での主要なキャッシュ・フロー指標は、次のとおりとなっております。

 平成26年9月期 平成27年9月期 平成27年3月期

時価ベースの自己資本比率

（株式時価総額／総資産）（％）
49.82 41.46 42.56

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（営業キャッシュ・フロー／利払い）（倍）
522.97 2,013.67 1,053.15

キャッシュ・フロー対有利子負債比率

（有利子負債／営業キャッシュ・フロー）（％）
19.89 5.05 8.94

自己資本比率（自己資本／総資本）（％） 52.85 51.62 50.99

　（注）１　平成26年9月及び平成27年9月第２四半期連結累計期間につきましては、年間の営業キャッシュ・フロー金

額の代用数値として、当該期間での営業キャッシュ・フローを２倍した金額を用いて算出しております。

２　平成27年3月期連結会計年度の時価ベースの自己資本比率及び自己資本比率は、平成26年9月第２四半期連

結累計期間に比較して低下しておりますが、これは主に、当社が平成26年11月6日開催の取締役会におい

て、自己株式の公開買付けを行うことを決議し、普通株式1,600,000株、取得総額13億15百万円の自己株

式を前第３四半期連結会計期間において取得したことによります。

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4)研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年9月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,973,920 20,973,920
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 20,973,920 20,973,920 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年7月1日～

　平成27年9月30日
－ 20,973,920 － 1,690,450 － 1,858,290

 

（６）【大株主の状況】

  平成27年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

高速興産㈱ 仙台市青葉区立町23番11号 4,873 23.24

ビービーエイチ フオー フイデリテイ

ロー プライスド ストツク フアンド（プ

リンシパル オール セクター サブポート

フオリオ）

（常任代理人　㈱三菱東京ＵＦＪ銀行決済
事業部）

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210

U.S.A.

 
 
（東京都千代田区丸の内二丁目7番1
号）

1,926 9.18

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱(信

託口及び信託口1～6)
東京都中央区晴海一丁目8番11号 1,006 4.80

㈱みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目5番5号 638 3.05

㈱七十七銀行 仙台市青葉区中央三丁目3番20号 638 3.04

赫　規矩夫 仙台市泉区 622 2.97

赫　高規 神戸市灘区 621 2.96

赫　裕規 仙台市泉区 621 2.96

高速従業員持株会 仙台市宮城野区扇町七丁目4番20号 611 2.92

赫　由美子 仙台市泉区 508 2.42

計 － 12,069 57.54

　（注）１　当社は、自己株式1,660千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２　日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口、信託口1～6）の所有株式数の内訳は、信託口が383千株、

信託口1～6の合計が622千株であります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年9月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　1,660,900
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,303,800 193,038 －

単元未満株式 普通株式　　　9,220 －
一単元(100株)未満

の株式

発行済株式総数 20,973,920 － －

総株主の議決権 － 193,038 －

 

②【自己株式等】

平成27年9月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱高速
仙台市宮城野区

扇町七丁目4番20号
1,660,900 － 1,660,900 7.92

計 － 1,660,900 － 1,660,900 7.92

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年7月1日から平成27

年9月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年4月1日から平成27年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年3月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年9月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,813,970 7,260,126

受取手形及び売掛金 11,841,027 11,862,909

商品及び製品 3,345,389 3,406,813

仕掛品 85,268 73,642

原材料及び貯蔵品 102,485 107,763

繰延税金資産 224,334 224,053

その他 174,472 188,452

貸倒引当金 △34,844 △34,022

流動資産合計 22,552,104 23,089,740

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,362,399 4,254,782

土地 9,390,955 9,371,091

建設仮勘定 21,423 646,009

その他（純額） 1,029,692 1,063,640

有形固定資産合計 14,804,470 15,335,524

無形固定資産   

のれん 150,037 119,170

その他 112,570 86,563

無形固定資産合計 262,608 205,734

投資その他の資産   

投資有価証券 1,324,214 1,441,492

長期貸付金 10,369 10,454

投資不動産（純額） 306,164 309,239

繰延税金資産 231,625 198,714

その他 425,074 425,610

貸倒引当金 △27,592 △24,433

投資その他の資産合計 2,269,857 2,361,079

固定資産合計 17,336,936 17,902,337

資産合計 39,889,040 40,992,077
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年3月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年9月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,180,222 15,469,227

1年内返済予定の長期借入金 80,000 80,000

未払法人税等 212,125 542,981

賞与引当金 393,149 389,643

その他 1,361,977 1,110,554

流動負債合計 17,227,474 17,592,406

固定負債   

長期借入金 120,000 80,000

長期未払金 188,263 137,030

リース債務 356,971 382,914

繰延税金負債 511,455 499,582

退職給付に係る負債 1,103,452 1,093,325

その他 43,218 45,426

固定負債合計 2,323,361 2,238,278

負債合計 19,550,836 19,830,684

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,690,450 1,690,450

資本剰余金 1,858,290 1,858,290

利益剰余金 18,015,444 18,796,663

自己株式 △1,354,532 △1,354,532

株主資本合計 20,209,651 20,990,871

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 136,254 177,750

退職給付に係る調整累計額 △7,701 △7,229

その他の包括利益累計額合計 128,552 170,521

純資産合計 20,338,204 21,161,393

負債純資産合計 39,889,040 40,992,077
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年4月 1日
　至　平成26年9月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年4月 1日
　至　平成27年9月30日)

売上高 34,926,721 37,899,798

売上原価 28,840,692 31,448,260

売上総利益 6,086,028 6,451,538

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 754,852 791,297

給料及び手当 1,777,787 1,847,948

賞与引当金繰入額 267,050 303,850

退職給付引当金繰入額 55,888 58,552

のれん償却額 30,867 29,367

その他 1,948,951 1,977,541

販売費及び一般管理費合計 4,835,398 5,008,558

営業利益 1,250,630 1,442,979

営業外収益   

受取利息 130 119

受取配当金 15,972 15,180

仕入割引 33,142 27,848

受取賃貸料 37,793 37,816

その他 27,675 30,245

営業外収益合計 114,715 111,210

営業外費用   

支払利息 1,153 785

賃貸収入原価 10,214 10,973

その他 11,667 8,380

営業外費用合計 23,034 20,139

経常利益 1,342,310 1,534,050

特別利益   

受取補償金 26,485 7,500

受取保険金 － 16,276

特別利益合計 26,485 23,776

特別損失   

固定資産圧縮損 － 8,771

固定資産除却損 － 6,180

その他 － 1,325

特別損失合計 － 16,276

税金等調整前四半期純利益 1,368,796 1,541,550

法人税等 509,111 536,731

四半期純利益 859,685 1,004,818

親会社株主に帰属する四半期純利益 859,685 1,004,818
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年4月 1日
　至　平成26年9月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年4月 1日
　至　平成27年9月30日)

四半期純利益 859,685 1,004,818

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 38,986 41,496

退職給付に係る調整額 350 472

その他の包括利益合計 39,336 41,969

四半期包括利益 899,022 1,046,787

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 899,022 1,046,787
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年4月 1日
　至　平成26年9月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年4月 1日
　至　平成27年9月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,368,796 1,541,550

減価償却費 320,900 316,136

受取補償金 △26,485 △7,500

のれん償却額 30,867 29,367

賞与引当金の増減額（△は減少） △62,902 △3,505

長期未払金の増減額（△は減少） △6,759 △51,233

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,809 △3,980

その他の引当金の増減額（△は減少） 20,492 23,841

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △9,246 △9,428

受取利息及び受取配当金 △16,103 △15,300

支払利息 1,153 785

受取保険金 － △16,276

有形固定資産除却損 2,685 9,099

有形固定資産売却損益（△は益） △175 △6,876

投資有価証券売却損益（△は益） － △5,513

固定資産圧縮損 － 8,771

売上債権の増減額（△は増加） 682,599 △21,882

たな卸資産の増減額（△は増加） 103,866 △55,077

仕入債務の増減額（△は減少） △759,434 289,004

未払消費税等の増減額（△は減少） 151,096 △192,407

その他の資産の増減額（△は増加） △15,976 △46,337

その他の負債の増減額（△は減少） △83,984 △6,185

小計 1,693,580 1,777,050

利息及び配当金の受取額 16,103 15,300

利息の支払額 △1,153 △785

保険金の受取額 － 16,276

災害損失の支払額 － △47,650

法人税等の支払額 △1,133,444 △216,956

法人税等の還付額 1,640 30,536

補償金の受取額 26,485 7,500

営業活動によるキャッシュ・フロー 603,212 1,581,273
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  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年4月 1日
　至　平成26年9月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年4月 1日
　至　平成27年9月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △180 △1,000,000

定期預金の払戻による収入 － 3,619

有形固定資産の取得による支出 △458,698 △708,864

有形固定資産の売却による収入 2,441 30,382

有形固定資産の除却による支出 △950 △8,703

無形固定資産の取得による支出 △3,070 △8,841

資産除去債務の履行による支出 － △19,586

投資有価証券の取得による支出 △17,315 △66,953

投資有価証券の売却による収入 9,180 17,048

貸付金の回収による収入 1,563 812

投資活動によるキャッシュ・フロー △467,029 △1,761,087

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △91,700 △40,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △98,908 △108,359

配当金の支払額 △219,996 △222,050

財務活動によるキャッシュ・フロー △410,604 △370,410

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △274,422 △550,225

現金及び現金同等物の期首残高 7,243,969 6,744,763

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 6,969,546 ※ 6,194,538
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

（連結の範囲の変更）

㈲三和は平成27年4月1日付にて当社が吸収合併したことに伴い、連結の範囲から除外しております。

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年9月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年9月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号　平成25年9月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変

動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する

方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会

計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に

反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の変更を

反映させるため、前第２四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－2項(3)、連結会計基準第44－5項(3)及び事業分

離等会計基準第57－4項(3)に定める経過的な取扱いに従っており、過去の期間のすべてに新たな会計方針を遡及適

用した場合の第１四半期連結会計期間の期首時点の累積的影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、第１四半期連結会計期間の期首において、のれん及び利益剰余金がそれぞれ1,500千円減少しており

ます。また、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ1,500千

円増加しております。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年4月 1日
至　平成26年9月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年4月 1日
至　平成27年9月30日）

現金及び預金勘定 7,038,992千円 7,260,126千円

預入期間が3ヶ月を超える定期性預金 △69,445 △1,065,588

現金及び現金同等物 6,969,546 6,194,538

 

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　平成26年4月1日　至　平成26年9月30日）

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年5月21日

取締役会
普通株式 219,586 10.50 平成26年3月31日 平成26年6月26日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月6日

取締役会
普通株式 230,043 11.00 平成26年9月30日 平成26年12月1日 利益剰余金
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当第２四半期連結累計期間（自　平成27年4月1日　至　平成27年9月30日）

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年5月20日

取締役会
普通株式 222,099 11.50 平成27年3月31日 平成27年6月25日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月14日

取締役会
普通株式 231,755 12.00 平成27年9月30日 平成27年12月1日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自平成26年4月1日　至平成26年9月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平

成27年4月1日　至平成27年9月30日）

当社グループは「包装資材等製造販売事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年4月 1日
至　平成26年9月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年4月 1日
至　平成27年9月30日）

１株当たり四半期純利益金額 41円10銭 52円02銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
859,685 1,004,818

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
859,685 1,004,818

普通株式の期中平均株式数（株） 20,913,041 19,312,973

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項ありません。

２【その他】

　当第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間終了後四半期報告書提出日までの間に、配当について行

われた取締役会決議の内容

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

 平成27年10月14日　取締役会決議 231,755 12.00
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２７年１１月１３日

株式会社高速

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡辺　雅章　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野瀨　直人　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社高速

の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２７年７月１日か

ら平成２７年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年９月３０日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社高速及び連結子会社の平成２７年９月３０日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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